
 

県社保協は、27回目を迎える「社会保障の充実を求める自治体 

要請キャラバン」の事前学習・意志統一会議を７月12日千葉市内 

で開き、10団体１１地域・38人が参加しました。 
 

安倍首相は、「働き方改革」「全世代型社会保障改革」などのスロ 

ーガンを掲げながら、大企業への減税や企業優遇の規制緩和をすす 

め、大企業の内部留保は４００兆円を超えました。政権発足以来６ 

年連続で「防衛費」が増額される一方、社会保障費の自然増抑制策 

を国民の生活実態を顧みずに強行しています。 

本来、社会保障の給付は、個人の利益ではなく、憲法が定める「基本的人権」「生存権」を実現するための

国による保障です。住民の生活実態から声をとどけ、ともに考え、社会保障施策の改善充実と自治体本来の

役割の発揮を求めます。市町村への要請項目は、税制、医療、介護、国保、保育、障害者福祉、防災・減災、

年金、生活保護、就学援助など83項目、県へは44項目です。キャラバンは８月１６日スタート。54市町

村・県と懇談します。事前学習会を重視し、特に社保協未結成の地域では結成を展望しながら行うことを確

認しあいました。今後は各地域社保協・地域団体、コース毎に学習会を行います。  
      ―地域ごとの懇談日及び日程については裏面をご覧ください― 
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～2018年社会保障制度の充実を求める自治体キャラバン事前学習会スタート～ 

“いかそう憲法２５条”   

“住民の実態からの声を届け、自治体本来の役割発揮を求めよう” 県社保協 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

千葉市社保協をはじめ千葉市内の団体等で構成する「介護保障の充実をめざす実行委員会」は、7月15

日市内で「私たちがめざす地域共生社会とは」のテーマで講演と交流会を開催。介護サービス、障害者サー

ビスを利用する当事者、介護事業者や介護職員など41人が参加しました。 
 

今年度の診療報酬・介護報酬・障害福祉のトリプル改定のキーワードは「地域共生社会」。「制度・分野ご

との『縦割り』や『支え手』『受け手』を超えて、地域住民や地域の多様な主体が参画し、人と人、人と資

源が世代や分野を超えつながることで、住民一人ひとりの暮らしと生きがい、地域をともに創っていく社会

を目指すもの」と位置付けられています。前市地域包括ケア推進課長で現若葉区健康福祉センター所長の富

田薫氏が講演。「国の社会保障制度が充分かどうか矛盾を感じるが、皆さんの声を聴き、届けることができ

る」とし、「地域共生社会がめざすもの」と千葉市の取り組みについて具体的に説明しました。 

休憩後は5グループに分かれてディスカッション。参加者からは「行政の苦労、共生社会への道のりがイ

バラの道である認識は同じ」「人材不足と経営の困難さが利用者に不利益や理不尽な我慢を強いている現状

を共有する機会となった」「障害者サービスと介護保険サービスの違いや年齢による移行の課題など知るこ

とができた」「今すぐできることは介護や福祉の現場で働く私達が意識して発信すること」「専門職とのつな

がりはあっても他とのつながりが全くない。次回は実行委員として協力したい」など感想が出されました。 

 

 

ともに考え 発信しよう!! 

私たちがめざす 

「地域共生社会」とは・・・ 
 

～前千葉市地域包括ケア推進課長招き「講演と交流会」～ 
 

介護保障の充実をめざす実行委員会 
富田薫氏の講演は「大変わかりやすかった」と好評↑ 
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